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　当社の業績予想につきましては、同時発表の『転炉新溶解法の導入に伴う鉄源生産構造の変更

について』を主因とする見直しがありましたのでお知らせいたします。

　現時点では、業績は下記のとおりに見通しております。

（単位：億円）

１４／上 １４／下 １４年度 １４／下 １４年度
２９６ ３３０ ６２６ ３４０ ６３６
▲　２９ ６ ▲　２３ ６ ▲　２３
▲　３８ １ ▲　３７ ２ ４

　売上高と経常利益につきましては、転炉新溶解法の導入が収益に及ぼす影響は左程ありません

ので、概ね前回発表のとおりです。

　一方、特別損益に大きな影響があるため、当期純利益に修正が生じております。

　特別損益におきましては、転炉で新溶解法により鋼片を生産すること、また休止した高炉と焼

結工場の跡地は検討中の新規事業が具体化するまでの期間は諸目的の置場として暫定的に有効活

用することとにより、平成１３年度決算で計上しました構造改革引当金（特別損失）のうち、

「仮除却の固定資産」（４３億円）は使用に戻すことになりましたので同等額を特別利益に計上

し、「特別退職金」（２３億円）につきましては、転炉新溶解法の要員確保などで特別退職金の

対象人員が３３７人から２５８人となったため、その差７９人分の戻し益（７億円）を特別利益

に計上いたします。

　他方、転炉新溶解法の試運転費用（２億円）と、構造改革による人員の大幅削減に伴う退職給

付債務の「未認識数理計算上の差異」の費用処理額（５.５億円）とを特別損失に計上いたしま

す。これらにより、当期純利益を修正いたしております。

　平成１４年度スタートの第１四半期では、事業の大宗を占める鉄鋼事業は見通しを上回る業況

で推移しておりますが、今後、第２四半期以降の鋼材販売価格と鋼材需要量および原料スクラッ

プ価格などについて、その動向がよりヴィジブルに見通せる中間決算見通し段階において、改め

て業績予想を発表いたしたいと存じます。

　当社にとりましては、新中期経営計画の初年度である平成１４年度は、正に業容の変革・転換

期にあたります。全社の徹底した意識改革のもと、積極果敢に収益改善活動に取組み、改革の成

果を確実にあげて当該下期から黒字転換を図り、安定した収益を確保してまいる所存でございま

す。

以　　上

平成14年度の業績予想（単独）の修正について

経 常 利 益
当 期 純 利 益

前回（５月２７日） 今回（８月１９日）

売 上 高

１４／上

２９６
▲　２９
２


